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２㹆２㸲 

⏘学ඹ同研究のᅜ㝿化と⏘業イノ࣋ーࣙࢩン 

 

 
 （㕥ᮌ┿ஓ㸦文部科学┬科学ᢏ⾡ᨻ策研究ᡤۑ

 

 

 
要᪨ 

⏘学連ᦠが業による研究㛤発活動に与える影響が増大する中、ᾏ外の大学とのඹ同研究を通じて研

究㛤発ຊを高めようとする日本業も増ຍしてきている。本研究においては、そのようなᅜ㝿的な⏘学

ඹ同研究とᅜ内の⏘学ඹ同研究の間にはどのような㐪いがあるのかを明らかにするため、1995 年から

2005 年までのᮇ間の特チ出㢪データを用いて、ᾏ外大学との⏘学ඹ同研究およࡧᅜ内大学との⏘学ඹ

同研究が日本業の研究㛤発能ຊに与える影響に関するẚ㍑分析を行った。その結果、ᾏ外大学との⏘

学ඹ同研究はᅜ内大学との⏘学ඹ同研究にẚ、一件あたりで見れࡤ業の研究㛤発能ຊにより大きな

影響を与えている可能性が明らかになった。 
 
 
㸯㸬 ⫼景 

大学をはじめとする研究機関において生ࡳ出された知識が業におけるイノ࣋ーࣙࢩンの重要な源

Ἠとなりうることは、古くから指されてきた㸦えࡤ、Nelson, 1962）。特に 1990 年代௨㝆、⏘学連

ᦠのヨࡳの増ຍにకい、⏘学連ᦠのᙧᡂに影響するㅖ要因の分析が様々な研究者によりなされてきた

㸦えࡤ、Fontana, Geuna and Matt, 2006）。しかしながら、⏘学連ᦠが⏘業⏺におけるイノ࣋ーࣙࢩ

ンのᡂ果をどのようにಁ㐍するのか、に関しては十分な研究がなされていない。とりࢃけ、ᅜ㝿的な⏘

学連ᦠに関してはとࢇど研究がなされておらず、ᐇ情が明らかにされていないのが現状である。 
ᅜ㝿⤒Ⴀ・⤒῭学やイノ࣋ーࣙࢩン論の分㔝においては、ᅜ㝿的な業間ᥦᦠや大学間ඹ同研究に関

して多くの研究がなされている。ᅜ㝿的な業間ᥦᦠのᙧᡂ要因に関しては、過ཤの研究がそのᢏ⾡

的・ᕷ場的・ᆅ理的要因を特定している㸦えࡤ Osborn et al., 1998; Rothaermel and Boeker, 2007）。
業間ᥦᦠが研究㛤発ᡂ果に与える影響に関しても、ᥦᦠにಀࢃる業間の文化的ᕪ異がᡂ果に影響を

与えることなどが明らかになっている㸦Sirmon and Lane, 2004）。また、大学間のᅜ㝿ඹ同研究に関し

ても、ᆅ理的な㊥㞳の㏆い研究パートࢼーとの間ではඹ同研究が発生しやすい一方で、パートࢼーの㑅

ᢥにおけるᅜ境の影響は㏆年低ୗしてきていることが♧されている (Hoekman et al., 2010)。 
しかしながら、業と大学との間のᅜ㝿的な⏘学連ᦠの動きやその業内研究㛤発活動に対する影響

に関する研究はとࢇどない。また、⏘学連ᦠの業による研究㛤発活動の影響をᢅったᩘ少ないඛ

行研究は、主に少ᩘのᶆ本に基づいた事調査であり、多ᩘのᶆ本を用いて⏘学連ᦠのᡂ果を᳨ドした

研究は少ない。そこで、本研究においては、特チデータを用いて、ᅜ㝿⏘学ඹ同研究が日本業の研究

㛤発能ຊに与える影響を り、ᅜ内⏘学ඹ同研究の場合とẚ㍑することを目的とした分析を行う。 
 
㸰㸬 分析方法 
ᅜ㝿ཬࡧᅜ内⏘学ඹ同研究が日本業の研究㛤発能ຊに与える影響を明らかにするために、⏘学ඹ同

研究が行ࢃれたᮇ間の๓ᚋにおける、ඹ同研究の行ࢃれたᢏ⾡分㔝でのᙜヱ業による特チ出㢪ᩘをẚ

㍑し、その増減を調た。ලయ的には、日本業の研究㛤発㛤始から特チ出㢪までのᖹᆒ的なᮇ間を 2
㹼3 年とする㕥ᮌ(2011)、ᒸ田・Ἑ原(2002)等のඛ行研究の結果に基づき、ඹ同研究ᮇ間をඹ同特チ出

㢪๓㸱年間と௬定し 1、そのඹ同研究ᮇ間の๓ᚋ㸱年間を業の特チ出㢪ᩘの観察ᮇ間とした。つまり、

㸷年間のᮇ間を㸱年ࡈとに༊ษり、事๓ᡂ果観察ᮇ間、⏘学ඹ同研究ᮇ間、事ᚋᡂ果観察ᮇ間の㸱ᮇ間

に分し、事๓ᡂ果観察ᮇ間と事ᚋᡂ果観察ᮇ間との間の特チ出㢪ᩘの増減から業のイノ࣋ーࣙࢩン

                                                   
1  特チにより⏘学ඹ同研究をᤕᤊする手法は⋢田・井上 (2007）、 ᰘ山他 (2004)、 Petruzelli (2011)、Motohashi and Muramatsu 

(2011)等で用されている。 
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活動のኚ化をᤊえた。 
 
）2001 年にඹ同出㢪特チが出㢪されたඹ同研究の場合 
 
      1996-1998        1999-2001            2002-2004 
 
         事๓ᡂ果観察ᮇ間   ⏘学ඹ同研究ᮇ間   事ᚋᡂ果観察ᮇ間 
 
分析にᙜたっては、1995 年から 2005 年までのᮇ間に、日本ᅜ特チ庁に出㢪された特チのデータを用

いて 2、ᤕᤊ対象ᮇ間中に⏘学ඹ同特チ出㢪を行った全ての日本業を抽出し、ᢏ⾡分㔝㸦ᅜ㝿特チ分

㢮における 4 ᱆分㢮）毎にྛ業の⏘学ඹ同出㢪特チと自社による༢⊂特チ出㢪のᩘを計 した。上グ

のࣇレー࣒ワークを᥇用した結果、2000 年から 2002 年にかけての㸱年間に業と大学の間でඹ同出㢪

された特チによりᤕᤊされる㸦1998 年から 2002 年にかけて行ࢃれたと௬定される）ඹ同研究が、本研

究における分析対象となった。 
一方で、ྛ業の研究㛤発能ຊに関しては、業のྛᢏ⾡分㔝における༢⊂出㢪特チᩘ 3㸦ᙜヱ業

が༢⊂で出㢪した特チであり、他業や大学とのඹ同出㢪をྵまない）を用いて 定した。4ඹ同研究

ᮇ間の๓ᚋにおける特チ出㢪ᩘの増減は、上グࣇレー࣒ワークに基づき、ྛ業について、ᢏ⾡分㔝ࡈ

とに⏘学ඹ同出㢪のあった年を基にして事๓ᡂ果観察ᮇ間と事ᚋᡂ果観察ᮇ間をタ定し、その間の༢⊂

出㢪特チ増ຍᩘと༢⊂出㢪特チ増ຍ⋡㸦༢⊂出㢪特チ増ຍᩘ/事๓ᡂ果観察ᮇ間における༢⊂特チ出㢪

ᩘ）を計⟬した。そして、この方法により⟬出したྛ業のྛᢏ⾡分㔝における༢⊂出㢪特チ増ຍᩘと

༢⊂出㢪特チ増ຍ⋡の、分析対象となるᶆ本集ᅋにおけるᖹᆒ್をᅜ㝿⏘学ඹ同研究とᅜ内⏘学ඹ同研

究との間でẚ㍑することで、分析を行った。5 
 
㸱㸬 分析結果 

ᅜ㝿⏘学ඹ同研究とᅜ内⏘学ඹ同研究との間で業の研究㛤発能ຊに与える影響に㐪いがあるのか

を᳨ドするために、ᅜ㝿⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があった場合とᅜ内⏘学ඹ同研究に対ᛂす

る特チの出㢪があった場合について、それぞれ⏘学ඹ同研究の๓ᚋの特チ出㢪ᩘの増減を上グࣇレー࣒

ワークに基づいてẚ㍑した㸦⾲㸯）。 
 
⾲㸯㸬ඹ同研究の๓ᚋにおけるᢏ⾡分㔝ࡈとの業༢⊂出㢪特チのᖹᆒ増ຍᩘ・ᖹᆒ増ຍ⋡ 
ᅜ㝿⏘Ꮫ共ྠ◊✲

ᶆᮏ数
ᚋ成果観ᐹᮇ間　༢⊂≉チ　1ᶆᮏあたり平均出㢪数 73 135.53
๓成果観ᐹᮇ間　༢⊂≉チ　1ᶆᮏあたり平均出㢪数 73 72.73
༢⊂≉チ出㢪　1ᶆᮏあたり平均増ຍ数 73 62.81
༢⊂≉チ出㢪　1ᶆᮏあたり平均増ຍ率 52 373%
༢⊂≉チ出㢪　出㢪⥲数による増ຍ率 73 86㻑

 
ᅜෆ⏘Ꮫ共ྠ◊✲

ᶆᮏ数
ᚋ成果観ᐹᮇ間　༢⊂≉チ　1ᶆᮏあたり平均出㢪数 1035 38.51
๓成果観ᐹᮇ間　༢⊂≉チ　1ᶆᮏあたり平均出㢪数 1035 35.69
༢⊂≉チ出㢪　1ᶆᮏあたり平均増ຍ数 1035 2.82
༢⊂≉チ出㢪　1ᶆᮏあたり平均増ຍ率 393 220㻑
༢⊂≉チ出㢪　出㢪⥲数による増ຍ率 1035 8㻑

 

                                                   
2 特チデータとしては、一⯡㈈ᅋ法ே知的㈈⏘研究ᡤにより公㛤されている「IIP パテントデータ࣋ース」を用した (Goto and 
Motohashi, 2007)。 
3 ణし、他業・他機関とのඹ同出㢪特チをྵめて計⟬した特チ出㢪ᩘを用いて分析を行った㝿にも、ࡰ同様の結果を得た。 
4 特チデータはイノ࣋ーࣙࢩンの⏘出㔞や㉁・重要ᗘを るᑻᗘとして、様々なඛ行研究で用されている (Hall, Griliches and 
Hausman, 1986; Belderbos, Leten and Suzuki, 2009)。 
5 増ຍ⋡に関しては、1 ᶆ本ࡈとの増ຍ⋡のᖹᆒをとると、事๓ᡂ果観察ᮇ間が 0 の場合計⟬能となるので、出㢪⥲ᩘによる増ຍ⋡㸦全

ᶆ本の出㢪増ຍᩘの⥲計を全ᶆ本の事๓ᡂ果観察ᮇ間の出㢪ᩘの⥲計で㝖したもの）もేせてᥖ㍕した。 
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結果を見ると、まず、⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があったᚋには業の特チ出㢪ᩘの上᪼が

見られることがࢃかる。また、ᅜ㝿⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があった場合ではᅜ内⏘学ඹ同

研究に対ᛂする特チの出㢪があった場合にẚ、特チ出㢪ᩘの増ຍᩘ・増ຍ⋡ともに高いことが観察さ

れた。 
しかしながら、ᅜ㝿⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があったᢏ⾡分㔝とᅜ内⏘学ඹ同研究に対ᛂ

する特チの出㢪があったᢏ⾡分㔝とでは特チ出㢪のつᶍが大きく異なっており、๓者においてはᚋ者よ

りも特チ出㢪の増ຍᩘが大きくなるഴ向があると考えられる。このⅬを᳨ドするため、ᅜ内⏘学ඹ同研

究に対ᛂする特チの出㢪があった場合に関しては一定௨上のつᶍの特チ出㢪のある主要ᢏ⾡分㔝のࡳ

を抽出し、ᅜ㝿⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があった場合とẚ㍑した㸦⾲㸰）。⏘学ඹ同研究を

行っていないᢏ⾡分㔝において、1995 年から 2005 年までのᮇ間の⥲出㢪特チᩘが 250 件௨上の分㔝を

㑅ࡪと、それらの分㔝における同ᮇ間の⥲出㢪特チᩘのᖹᆒは 1477 件となる。これは⏘学ඹ同研究を

行っている分㔝における同ᮇ間のᖹᆒ出㢪特チᩘ 1471 件とࡰ等しく、2 つのᶆ本集ᅋの特チ出㢪ᩘ

で ったつᶍはࡰ等しいと考えられる。よって、1995 年から 2005 年までのᮇ間のྛ業の⥲出㢪特

チᩘが 250 件௨上のᢏ⾡分㔝をその業の主要分㔝とࡳなした。 
 
⾲㸰㸬主要ᢏ⾡分㔝におけるඹ同研究の๓ᚋにおけるᢏ⾡分㔝ࡈとの業༢⊂出㢪特チのᖹᆒ増ຍᩘ・

ᖹᆒ増ຍ⋡ 
ᅜ㝿⏘Ꮫ共ྠ◊✲

ᶆᮏ数
ᚋ成果観ᐹᮇ間　༢⊂≉チ　1ᶆᮏあたり平均出㢪数 73 135.53
๓成果観ᐹᮇ間　༢⊂≉チ　1ᶆᮏあたり平均出㢪数 73 72.73
༢⊂≉チ出㢪　1ᶆᮏあたり平均増ຍ数 73 62.81
༢⊂≉チ出㢪　1ᶆᮏあたり平均増ຍ率 52 373%
༢⊂≉チ出㢪　出㢪⥲数による増ຍ率 73 86㻑

 
ᅜෆ⏘Ꮫ共ྠ◊✲　（主せ分㔝のみ）

ᶆᮏ数
ᚋ成果観ᐹᮇ間　༢⊂≉チ　1ᶆᮏあたり平均出㢪数 258 149.79
๓成果観ᐹᮇ間　༢⊂≉チ　1ᶆᮏあたり平均出㢪数 258 140.31
༢⊂≉チ出㢪　1ᶆᮏあたり平均増ຍ数 258 9.48
༢⊂≉チ出㢪　1ᶆᮏあたり平均増ຍ率 224 308㻑
༢⊂≉チ出㢪　出㢪⥲数による増ຍ率 258 7%

 
 
ᅜ内⏘学ඹ同研究を主要ᢏ⾡分㔝のࡳに㝈定した場合、ᅜ㝿ඹ同研究とᅜ内ඹ同研究との間のᖹᆒ増

ຍᩘ・増ຍ⋡のᕪは減少したが、౫然としてᅜ㝿⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があった場合では

ᅜ内⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があった場合にẚ、特チ出㢪ᩘの増ຍᩘ・増ຍ⋡ともに高い

ことが確認された。6 
 
㸲㸬 考察と課題 
௨上の分析から、⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があったᚋには業の特チ出㢪ᩘの上᪼が見ら

れること、また、ᅜ内⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があった場合にẚ、ᅜ㝿⏘学ඹ同研究に対

ᛂする特チの出㢪があった場合ではそのᚋより大きな特チ出㢪ᩘの上᪼が見られることがࢃかった。こ

のことから、ᾏ外大学との⏘学ඹ同研究はᅜ内大学との⏘学ඹ同研究にẚ、一件あたりで見れࡤ業

の研究㛤発能ຊにより大きな影響を与えている可能性があると考えられる。 
しかしながら、本研究には౫然としていくつかの課題がṧされている。➨一に、分析で観察された

業の特チ出㢪ᩘの増ຍはその全てが⏘学ඹ同研究のຠ果によるものではなく、業の研究㛤発資源のᢞ

ධ増ຍなど他の要因に因っている部分も大きいとᛮࢃれる。また、そのような業による研究㛤発資源

のᢞධの増ຍが観察されるᢏ⾡分㔝においては⏘学ඹ同研究もᐇされやすいという理⏤により、本研

                                                   
6 これらの結果に関し、外れ್を㝖ཤしたり、主要ᢏ⾡分㔝を抽出するための基‽㸦特チ出㢪のつᶍ）をኚ化させたりしても、結果に

㉁的なኚ化は見られなかった。 
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結果を見ると、まず、⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があったᚋには業の特チ出㢪ᩘの上᪼が

見られることがࢃかる。また、ᅜ㝿⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があった場合ではᅜ内⏘学ඹ同

研究に対ᛂする特チの出㢪があった場合にẚ、特チ出㢪ᩘの増ຍᩘ・増ຍ⋡ともに高いことが観察さ

れた。 
しかしながら、ᅜ㝿⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があったᢏ⾡分㔝とᅜ内⏘学ඹ同研究に対ᛂ

する特チの出㢪があったᢏ⾡分㔝とでは特チ出㢪のつᶍが大きく異なっており、๓者においてはᚋ者よ

りも特チ出㢪の増ຍᩘが大きくなるഴ向があると考えられる。このⅬを᳨ドするため、ᅜ内⏘学ඹ同研

究に対ᛂする特チの出㢪があった場合に関しては一定௨上のつᶍの特チ出㢪のある主要ᢏ⾡分㔝のࡳ

を抽出し、ᅜ㝿⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があった場合とẚ㍑した㸦⾲㸰）。⏘学ඹ同研究を

行っていないᢏ⾡分㔝において、1995 年から 2005 年までのᮇ間の⥲出㢪特チᩘが 250 件௨上の分㔝を

㑅ࡪと、それらの分㔝における同ᮇ間の⥲出㢪特チᩘのᖹᆒは 1477 件となる。これは⏘学ඹ同研究を

行っている分㔝における同ᮇ間のᖹᆒ出㢪特チᩘ 1471 件とࡰ等しく、2 つのᶆ本集ᅋの特チ出㢪ᩘ

で ったつᶍはࡰ等しいと考えられる。よって、1995 年から 2005 年までのᮇ間のྛ業の⥲出㢪特

チᩘが 250 件௨上のᢏ⾡分㔝をその業の主要分㔝とࡳなした。 
 
⾲㸰㸬主要ᢏ⾡分㔝におけるඹ同研究の๓ᚋにおけるᢏ⾡分㔝ࡈとの業༢⊂出㢪特チのᖹᆒ増ຍᩘ・

ᖹᆒ増ຍ⋡ 
ᅜ㝿⏘Ꮫ共ྠ◊✲

ᶆᮏ数
ᚋ成果観ᐹᮇ間　༢⊂≉チ　1ᶆᮏあたり平均出㢪数 73 135.53
๓成果観ᐹᮇ間　༢⊂≉チ　1ᶆᮏあたり平均出㢪数 73 72.73
༢⊂≉チ出㢪　1ᶆᮏあたり平均増ຍ数 73 62.81
༢⊂≉チ出㢪　1ᶆᮏあたり平均増ຍ率 52 373%
༢⊂≉チ出㢪　出㢪⥲数による増ຍ率 73 86㻑

 
ᅜෆ⏘Ꮫ共ྠ◊✲　（主せ分㔝のみ）

ᶆᮏ数
ᚋ成果観ᐹᮇ間　༢⊂≉チ　1ᶆᮏあたり平均出㢪数 258 149.79
๓成果観ᐹᮇ間　༢⊂≉チ　1ᶆᮏあたり平均出㢪数 258 140.31
༢⊂≉チ出㢪　1ᶆᮏあたり平均増ຍ数 258 9.48
༢⊂≉チ出㢪　1ᶆᮏあたり平均増ຍ率 224 308㻑
༢⊂≉チ出㢪　出㢪⥲数による増ຍ率 258 7%

 
 
ᅜ内⏘学ඹ同研究を主要ᢏ⾡分㔝のࡳに㝈定した場合、ᅜ㝿ඹ同研究とᅜ内ඹ同研究との間のᖹᆒ増

ຍᩘ・増ຍ⋡のᕪは減少したが、౫然としてᅜ㝿⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があった場合では

ᅜ内⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があった場合にẚ、特チ出㢪ᩘの増ຍᩘ・増ຍ⋡ともに高い

ことが確認された。6 
 
㸲㸬 考察と課題 
௨上の分析から、⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があったᚋには業の特チ出㢪ᩘの上᪼が見ら

れること、また、ᅜ内⏘学ඹ同研究に対ᛂする特チの出㢪があった場合にẚ、ᅜ㝿⏘学ඹ同研究に対

ᛂする特チの出㢪があった場合ではそのᚋより大きな特チ出㢪ᩘの上᪼が見られることがࢃかった。こ

のことから、ᾏ外大学との⏘学ඹ同研究はᅜ内大学との⏘学ඹ同研究にẚ、一件あたりで見れࡤ業

の研究㛤発能ຊにより大きな影響を与えている可能性があると考えられる。 
しかしながら、本研究には౫然としていくつかの課題がṧされている。➨一に、分析で観察された

業の特チ出㢪ᩘの増ຍはその全てが⏘学ඹ同研究のຠ果によるものではなく、業の研究㛤発資源のᢞ

ධ増ຍなど他の要因に因っている部分も大きいとᛮࢃれる。また、そのような業による研究㛤発資源

のᢞධの増ຍが観察されるᢏ⾡分㔝においては⏘学ඹ同研究もᐇされやすいという理⏤により、本研

                                                   
6 これらの結果に関し、外れ್を㝖ཤしたり、主要ᢏ⾡分㔝を抽出するための基‽㸦特チ出㢪のつᶍ）をኚ化させたりしても、結果に

㉁的なኚ化は見られなかった。 

究における分析結果が観察された可能性も㝖できない。これらのⅬに関しては、より精緻な分析手法

を用いて᳨ウするᚲ要がある。➨二に、本研究においては⏘学ඹ同出㢪特チを用いて⏘学ඹ同研究をᤕ

ᤊしたが、特チのඹ同出㢪情報だけでは⏘学間のඹ同研究を十分にᤊえきれていないᜍれがある。ᚋ、

機関間のᥦᦠデータ࣋ースや論文のඹⴭ情報等を用いて⏘学ඹ同研究のᤕᤊ方法をᗈࡆるᚲ要がある。 
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